
○東松山市都市公園条例 

昭和５２年４月１日 

条例第２３号 

改正 昭和６１年８月２０日条例第１８号 

平成元年３月３０日条例第２６号 

平成９年３月１８日条例第１４号 

平成１１年３月２３日条例第１５号 

平成１２年３月２２日条例第３０号 

平成１２年１２月１５日条例第４８号 

平成１３年３月１６日条例第２４号 

平成１４年９月３０日条例第２３号 

平成１７年３月２８日条例第１５号 

平成１７年６月２４日条例第３２号 

平成２０年３月２４日条例第１４号 

平成２１年３月２５日条例第１１号 

平成２５年３月２６日条例第１３号 

平成２６年３月２７日条例第９号 

平成２８年６月２７日条例第２７号 

平成３０年３月２６日条例第１６号 

令和元年６月２８日条例第１１号 

（目的） 

第１条 この条例は、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」とい

う。）、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８

年法律第９１号。以下「バリアフリー法」という。）及びこれらに基づく命

令に定めるもののほか、都市公園の設置及び管理について、必要な事項を定

めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「都市公園」とは、法第２条第１項に規定する公園



をいう。 

２ この条例において「公園施設」とは、法第２条第２項に規定する施設をい

う。 

（都市公園の区域の変更及び廃止） 

第３条 市長は、都市公園の区域を変更し、又は都市公園を廃止するときは、

当該都市公園の名称、位置、変更又は廃止に係る区域その他必要と認める事

項を明らかにして公告しなければならない。 

（市民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準） 

第４条 都市公園の市民１人当たりの敷地面積の標準は、１０平方メートル以

上とし、市街地の都市公園の当該市街地の市民１人当たりの敷地面積の標準

は、５平方メートル以上とする。 

（都市公園の配置及び規模の基準） 

第５条 次に掲げる都市公園を設置する場合においては、それぞれその特質に

応じて都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災害の防止に資す

るよう考慮するほか、次に掲げるところによりその配置及び規模を定めるも

のとする。 

(1) 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公

園は、街区内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、

その敷地面積は、０．２５ヘクタールを標準として定めること。 

(2) 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園

は、近隣に居住する者が容易に利用することができるように配置し、その

敷地面積は、２ヘクタールを標準として定めること。 

(3) 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都

市公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用することができるように

配置し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準として定めること。 

(4) 主として市民の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供する

ことを目的とする都市公園及び主として市民の運動の用に供することを目

的とする都市公園は、市民が容易に利用することができるように配置し、



それぞれその利用目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮すること

ができるようにその敷地面積を定めること。 

２ 主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯としての都市

公園、主として風致の享受の用に供することを目的とする都市公園、主とし

て動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園、

主として市街地の中心部における休息又は観賞の用に供することを目的とす

る都市公園等前項各号に掲げる都市公園以外の都市公園を設置する場合にお

いては、それぞれその設置目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮す

ることができるように配置し、及びその敷地面積を定めるものとする。 

（公園施設の設置基準） 

第６条 一の都市公園に公園施設として設けられる建築物（建築基準法（昭和

２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物をいう。以下この条

において同じ。）の建築面積の総計の当該都市公園の敷地面積に対する割合

は、１００分の２を超えてはならない。ただし、動物園を設ける場合その他

次の各号で定める特別の場合においては、当該各号に定める割合を限度とし

てこれを超えることができるものとする。 

(1) 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「政令」という。）

第５条第２項に規定する休養施設、同条第４項に規定する運動施設、同条

第５項に規定する教養施設又は同条第８項に規定する備蓄倉庫その他都市

公園法施行規則（昭和３１年建設省令第３０号。以下この条において「省

令」という。）第１条の２に規定する災害応急対策に必要な施設である建

築物（次号に掲げる建築物を除く。）を設ける場合 １００分の１０ 

(2) 前号の休養施設又は教養施設である建築物のうち次のアからウまでの

いずれかに該当する建築物を設ける場合 １００分の２０ 

ア 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定により国宝、重要

文化財、重要有形民俗文化財、特別史跡名勝天然記念物若しくは史跡名

勝天然記念物として指定され、又は登録有形文化財、登録有形民俗文化

財若しくは登録記念物として登録された建築物その他これらに準じて歴



史上又は学術上価値の高いものとして省令第１条の３に規定する建築物 

イ 景観法（平成１６年法律第１１０号）の規定により景観重要建造物と

して指定された建築物 

ウ 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成２０年法

律第４０号）の規定により歴史的風致形成建造物として指定された建築

物 

２ 都市公園に法第５条の２第１項に規定する公募対象公園施設である建築物

（政令第６条第１項各号に規定する建築物を除く。）を設ける場合において

は、当該建築物に限り、当該都市公園の敷地面積の１００分の１０を限度と

して前項本文の規定により認められる建築面積を超えることができるものと

する。 

３ 都市公園に屋根付広場、壁を有しない雨天用運動場その他の高い開放性を

有する建築物として省令で定めるものを設ける場合においては、当該建築物

に限り、当該都市公園の敷地面積の１００分の１０を限度として前２項の規

定により認められる建築面積を超えることができるものとする。 

４ 都市公園に仮設公園施設（３月を限度として公園施設として臨時に設けら

れる建築物をいい、前３項に規定する建築物を除く。）を設ける場合におい

ては、当該建築物に限り、当該都市公園の敷地面積の１００分の２を限度と

して前３項の規定により認められる建築面積を超えることができるものとす

る。 

（公園施設に関する制限等） 

第６条の２ 一の都市公園に設ける運動施設の敷地面積の総計の当該都市公園

の敷地面積に対する割合は、１００分の５０を超えてはならない。 

（都市公園移動等円滑化基準） 

第７条 バリアフリー法第１３条第１項の規定に基づく都市公園移動等円滑化

のために必要な特定公園施設の新設、増設又は改築を行うときは、別表第１

に定める基準に適合させるものとする。 

（行為の制限） 



第８条 都市公園において次の各号に掲げる行為をしようとする者は、市長の

許可を受けなければならない。 

(1) 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 

(2) 業として写真又は映画を撮影すること。 

(3) 興行を行うこと。 

(4) 競技会、集会、展示会その他これらに類する催しのため都市公園の全部

又は一部を占用すること。 

(5) 花火、キャンプファイヤー等火気を使用すること。 

(6) はり紙、はり札その他の広告物を表示すること。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、期間、場所又は公園施設、

行為の内容その他規則で定める事項を記載した申請書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 第１項の許可を受けた者が許可を受けた事項を変更しようとするときは、

当該事項を記載した申請書を市長に提出してその許可を受けなければならな

い。 

４ 市長は、第１項各号に掲げる行為が都市公園の利用に支障を及ぼさないと

認めた場合に限り、第１項又は前項の許可を与えることができる。 

５ 市長は、第１項又は第３項の許可に都市公園の管理上必要な範囲内で条件

を付することができる。 

（行為の禁止） 

第９条 都市公園においては、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 施設を損傷し、又は汚損すること。 

(2) 竹木を伐採し、又は植物を採取すること。 

(3) 土地の形質を変更すること。 

(4) 魚鳥類を捕獲し、又は殺傷すること。 

(5) ごみその他汚物をすてること。 

(6) 立入禁止区域に立ち入ること。 

(7) 指定された場所以外へ車両等を乗り入れ、又は止め置くこと。 



（利用の禁止又は制限） 

第１０条 市長は、都市公園の管理のため必要があると認めたときは、都市公

園の全部又は一部の利用を禁止し、又は制限することができる。 

（有料公園施設） 

第１１条 市長の管理する公園施設で有料で使用させるもの（以下「有料公園

施設」という。）は、次のとおりとする。 

(1) 公園名 東松山ぼたん園 

(2) 有料公園施設名 ぼたん園 

２ 有料公園施設の有料の期間及び時間は、ぼたんの開花の状況を考慮し、市

長が別に定める。 

（公園施設の設置、管理等の許可申請書の記載事項） 

第１２条 法第５条第１項の規定により条例で定める公園施設の設置又は管理

の許可申請書の記載事項は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 公園施設の設置の許可を受けるとき。 

ア 申請者の住所、氏名及び職業 

イ 設置の目的 

ウ 公園施設の種類 

エ 設置の期間 

オ 設置の場所及び面積 

カ 公園施設の構造 

キ 公園施設の管理方法 

ク 工事実施の方法 

ケ 工事の着手及び完了の時期 

コ その他市長の指示する事項 

(2) 公園施設の管理の許可を受けるとき。 

ア 申請者の住所、氏名及び職業 

イ 管理の目的 

ウ 管理する公園施設 



エ 管理の期間 

オ 管理の方法 

カ その他市長の指示する事項 

(3) 許可事項変更の許可を受けるとき。 

ア 申請者の住所、氏名及び職業 

イ 既に受けた許可の年月日及び許可番号 

ウ 変更する事項及び変更の理由 

エ その他市長の指示する事項 

（都市公園占用許可の申請書の記載事項） 

第１３条 法第６条第２項の規定により、条例で定める公園施設以外の工作物

その他の物件又は施設の占用許可申請書の記載事項は、次の各号に掲げるも

のとする。 

(1) 申請者の住所、氏名及び職業 

(2) 占用物件の種類 

(3) 占用の面積 

(4) 工事実施の方法 

(5) 工事着手及び完了の時期 

(6) 都市公園の復旧方法 

(7) その他市長の指示する事項 

（法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易な変更） 

第１４条 法第６条第３項ただし書の規定により条例で定める軽易な変更は、

次の各号に掲げるものとする。 

(1) 占用物件の模様替えで、当該占用物件の外観又は構造の著しい変更を伴

なわないもの 

(2) 占用物件に対する新たな物件の添加で、当該占用者が当該占用の目的に

付随して行うもの 

（届出） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該行為をした者



は、速やかにその旨を市長に届出しなければならない。 

(1) 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受けた者

が、公園施設の設置又は都市公園の占用に関する工事を完了したとき。 

(2) 前号に掲げる者が公園施設の設置若しくは管理又は都市公園の占用を

廃止したとき。 

(3) 法第２７条第１項又は第２項の規定により、同条第１項に規定する必要

な措置を命ぜられた工事を完了したとき。 

(4) 次条第１項又は第２項の規定により、同条第１項に規定する必要な措置

を命ぜられた者が、命ぜられた工事を完了したとき。 

（監督処分） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この条例の規

定によってした許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変

更し、又は行為の中止、原状回復若しくは都市公園より退去を命ずることが

できる。 

(1) この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者 

(2) この条例の規定による許可に付した条件に違反している者 

(3) 偽り、その他不正の手続により、この条例の規定による許可を受けた者 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、この条例の規定による許

可を受けた者に対し前項に規定する処分をし、又は同項に規定する必要な措

置を命ずることができる。 

(1) 都市公園に関する工事のため、やむを得ない必要が生じた場合 

(2) 都市公園の保全又は利用に著しい支障を生じた場合 

(3) その他公益上やむを得ない必要が生じた場合 

３ 市長は、都市公園の使用の許可を受けた者が第１項各号のいずれかに該当

する理由により、同項の処分を受け、これによって損失を受けることがあっ

ても、その補償の責めを負わない。 

（使用料の額） 

第１７条 第８条第１項、法第５条第１項、法第６条第１項若しくは同条第３



項の許可を受けた者又は有料公園施設を使用する者は、別表第２に掲げる使

用料又は占用料を納付しなければならない。 

（使用料の徴収方法） 

第１８条 使用料は、使用期間が１年未満の場合は、その全部を一時に、１年

以上の場合は１年ごとにこれを徴収するものとする。ただし、市長は、特別

の事由があると認める場合はこれを分納させることができる。 

（使用料の還付） 

第１９条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、その全部又は一部を還付することができる。 

(1) 都市公園の維持管理上又は公益上の必要によって許可を取り消したと

き。 

(2) 使用者が、自己の責に帰さない理由で都市公園を使用することができな

かったとき。 

(3) 使用者が、使用料を納付した後、規則で定める日までに当該使用を取り

消したとき。 

（使用料の減免） 

第２０条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用料を減免する

ことができる。 

(1) 国又は地方公共団体が使用するとき。 

(2) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による学校が使用するこ

と。 

(3) その他市長が必要と認めたとき。 

（損害賠償義務） 

第２１条 都市公園の利用者が、公園施設又は備品を損傷し、汚損し、又は滅

失したときは、これを修理し、若しくは原状回復し、又はその損傷を賠償し

なければならない。ただし、やむを得ない事情があるときは、この限りでは

ない。 

（使用権の譲渡等の禁止） 



第２２条 第８条の許可を受けた者（以下「使用権利者」という。）は、その

権利を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（原状回復） 

第２３条 使用権利者は、その使用を終えたときは、速やかに当該都市公園を

原状に回復しなければならない。 

（公園予定区域及び予定公園施設についての準用） 

第２４条 第６条、第６条の２、第８条から第１０条まで及び第１２条から前

条までの規定は、法第３３条第４項に規定する公園予定区域又は予定公園施

設について、準用する。 

（施設に関する特例） 

第２５条 法第２条第２項第５号に規定する運動施設のうち、他の条例により

管理運営を定めるものについては、この条例の規定を適用しない。 

（指定管理者による管理） 

第２６条 市長は、都市公園の設置の目的を効果的に達成するため、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第２４４条の２第

３項の規定により、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指

定管理者」という。）に、都市公園の管理を行わせることができる。 

（指定管理者の指定の手続） 

第２７条 指定管理者の指定は、規則で定めるところにより、指定を受けよう

とするものの申請により行う。 

２ 市長は、次に掲げる基準を満たすもののうち最も適切な管理を行うことが

できると認められるものを指定管理者として指定するものとする。 

(1) 市民の平等な都市公園の利用を確保することができること。 

(2) 関係する法令、条例及び規則を遵守し、適正に都市公園の運営を行うこ

とができること。 

(3) 都市公園の設置の目的を効果的に達成し、効率的な運営を行うことがで

きること。 

(4) 指定管理業務を安定して行う経営基盤を有していること。 



(5) 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報の適正な取扱いを確

保することができること。 

（指定管理者の業務） 

第２８条 指定管理者が行う業務は、次のとおりとする。 

(1) 都市公園の使用許可に関する業務 

(2) 許可の条件に関する業務 

(3) 許可の取消し等に関する業務 

(4) 使用料の納付期日を定める業務 

(5) 使用料の免除に関する業務 

(6) 使用料の返還に関する業務 

(7) 原状回復に関する業務 

(8) 都市公園の施設（設備及び物品を含む。以下同じ。）の維持管理に関す

る業務 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務 

（管理の基準等） 

第２９条 指定管理者は、次に掲げる基準により、指定管理業務を行わなけれ

ばならない。 

(1) 関係する法令、条例及び規則を遵守し、適正に都市公園の運営を行うこ

と。 

(2) 都市公園の施設の維持管理を適切に行うこと。 

(3) 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報を適正に取り扱うこ

と。 

（指定の取消し等） 

第３０条 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、指定

管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一

部の停止を命ずることができる。 

(1) 指定管理業務又はその経理に関する市長の指示に従わないとき。 

(2) 第２７条第２項各号に掲げる基準を満たさなくなったと認めるとき。 



(3) 前条各号に掲げる基準を遵守しないとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、当該指定管理者による管理を継続すること

が適当でないと認められるとき。 

２ 市長は、指定管理者が前項の規定による処分を受け、これによって損失を

受けることがあっても、その補償の責めを負わない。 

（指定管理者による施設の現状変更等） 

第３１条 指定管理者は、都市公園の施設の改修、増設その他の市長が別に定

める現状変更を行おうとするときは、あらかじめ市長の承認を得なければな

らない。 

２ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は前条第１項の規定によ

り指定を取り消され、若しくは期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一

部の停止を命ぜられたときは、その管理をしなくなった施設を速やかに原状

に回復しなければならない。ただし、市長の承認を得たときは、この限りで

ない。 

（利用料金収入の帰属及び利用料金の額の決定） 

第３２条 市長は、自治法第２４４条の２第８項の規定により、指定管理者に

都市公園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管理者

の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合における利用料金は、別表第２に定める範囲内で指定管理者が

定めるものとする。この場合において、指定管理者は、あらかじめ利用料金

の額について市長の承認を受けなければならない。 

（委任） 

第３３条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和６１年８月２０日条例第１８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年３月３０日条例第２６号） 



この条例は、平成元年６月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月１８日条例第１４号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年３月２３日条例第１５号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月２２日条例第３０号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年１２月１５日条例第４８号） 

この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月１６日条例第２４号） 

この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年９月３０日条例第２３号） 

この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月２８日条例第１５号） 

この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年６月２４日条例第３２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 改正後の東松山市都市公園条例（以下「新条例」という。）第２２条の規

定による指定及びこれらに関し必要なその他の行為は、この条例の施行前に

おいても、第２３条第１項の規定の例により行うことができる。 

（経過措置） 

３ 新条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

許可の申請のあった使用について適用し、施行日前に申請のあった使用につ

いては、なお従前の例による。 

４ 新条例第２２条に規定する市長が指定するもの（以下「指定管理者」とい

う。）に都市公園の管理を行わせるときは、改正前の東松山市都市公園条例



の規定により市長がした使用の許可その他の処分（この条例の施行の日以後

の使用に係るものに限る。）は、新条例の相当規定に基づいて指定管理者が

した使用の許可その他の処分とみなす。 

附 則（平成２０年３月２４日条例第１４号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２５日条例第１１号） 

この条例は、平成２１年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、同日

以後に行われる占用に係る占用料について適用する。 

附 則（平成２５年３月２６日条例第１３号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２７日条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、第１５条第３号、

第２２条、第２４条及び第３０条第１項第２号の改正規定並びに別表第２の

１の表の改正規定（「１００分の１０５」を「１００分の１０８」に改める

部分を除く。）は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 別表第２の１の表の改正規定（「１００分の１０５」を「１００分の１０

８」に改める部分に限る。）は、この条例の施行の日以後に行う使用の許可

に係る使用料について適用し、同日前に行う使用の許可に係る使用料につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年６月２７日条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２６日条例第１６号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月２８日条例第１１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 



（適用区分） 

２ この条例による改正後の別表第２の１の表の規定は、この条例の施行の日

以後に行う使用の許可に係る使用料について適用し、同日前に行う使用の許

可に係る使用料については、なお従前の例による。 

別表第１（第７条関係） 

特定公園施設 基準 

１ 園路及び

広場 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律施行令（平成１８年政令第３７９号。以下「バリアフリ

ー法施行令」という。）第３条第１号に規定する園路及び広場

を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げる基準に適合す

るものでなければならない。 

(1) 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

９０センチメートル以上とすることができる。 

イ 車止めを設ける場合は、当該車止めの相互間の間隔のう

ち１以上は、９０センチメートル以上とすること。 

ウ 出入口からの水平距離が１５０センチメートル以上の水

平面を確保すること。ただし、地形の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合は、この限りでない。 

エ オに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支

障となる段がないこと。 

オ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設

ける場合は、傾斜路（その踊場を含む。以下同じ。）を併設

すること。 

(2) 通路は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１８０センチメートル以上とすること。ただし、



地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

通路の末端の付近の広さを車椅子の転回に支障のないもの

とし、かつ、５０メートル以内ごとに車椅子が転回すること

ができる広さの場所を設けた上で、幅を１２０センチメート

ル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支

障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設

ける場合は、傾斜路を併設すること。 

エ 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地

形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、８

パーセント以下とすることができる。 

オ 横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地

形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、２

パーセント以下とすることができる。 

カ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

(3) 階段（その踊場を含む。以下同じ。）は、次に掲げる基準

に適合するものであること。 

ア 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限り

でない。 

イ 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字

を貼り付けること。 

ウ 回り段がないこと。ただし、地形の状況その他の特別の

理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。 

エ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

オ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものが設

けられていない構造のものであること。 



カ 階段の両側には、立ち上がり部が設けられていること。

ただし、側面が壁面である場合は、この限りでない。 

(4) 階段を設ける場合は、傾斜路を併設しなければならない。

ただし、地形の状況その他の特別の理由により傾斜路を設け

ることが困難である場合は、エレベーター、エスカレーター

その他の昇降機であって高齢者、障害者等の円滑な利用に適

した構造のものをもってこれに代えることができる。 

(5) 傾斜路（階段又は段に代わり、又はこれに併設するものに

限る。）は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、

階段又は段に併設する場合は、９０センチメートル以上とす

ることができる。 

イ 縦断勾配は、８パーセント以下とすること。 

ウ 横断勾配は、設けないこと。 

エ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

オ 高さが７５センチメートルを超える傾斜路にあっては、

高さ７５センチメートル以内ごとに踏幅１５０センチメー

トル以上の踊場が設けられていること。 

カ 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限り

でない。 

キ 傾斜路の両側には、立ち上がり部が設けられていること。

ただし、側面が壁面である場合は、この限りでない。 

(6) 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、

バリアフリー法施行令第１１条第２号に規定する点状ブロッ

ク等及びバリアフリー法施行令第２１条第２項第１号に規定

する線状ブロック等を適切に組み合わせて床面に敷設したも

の（以下「視覚障害者誘導用ブロック」という。）その他の



高齢者、障害者等の転落を防止するための設備が設けられて

いること。 

(7) ２屋根付広場の項から７水飲場及び手洗場の項までの規

定により設けられた特定公園施設のうちそれぞれ１以上及び

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

規則（平成１８年国土交通省令第１１０号）第２条第２項の

主要な公園施設に接続していること。 

２ 屋根付広

場 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する屋根付広場を設ける場合は、そのうち１以上は、

次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

(1) 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

８０センチメートル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支

障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設

ける場合は、傾斜路を併設すること。 

(2) 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されてい

ること。 

３ 休憩所及

び管理事務

所 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する休憩所を設ける場合は、そのうち１以上は、次に

掲げる基準に適合するものでなければならない。 

(1) 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

８０センチメートル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支



障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設

ける場合は、傾斜路を併設すること。 

エ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適合す

るものであること。 

（ア） 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

（イ） 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造

のものであること。 

(2) カウンターを設ける場合は、そのうち１以上は、車椅子使

用者の円滑な利用に適した構造のものであること。ただし、

常時勤務する者が容易にカウンターの前に出て対応できる構

造である場合は、この限りでない。 

(3) 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されてい

ること。 

(4) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害

者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、６

便所の項(2)から(6)までの基準に適合するものであること。 

(5) (1)から(4)までの規定は、不特定かつ多数の者が利用し、

又は主として高齢者、障害者等が利用する管理事務所につい

て準用する。この場合において、「休憩所を設ける場合は、

そのうち１以上は」とあるのは「管理事務所は」と読み替え

るものとする。 

４ 野外劇場

及び野外音

楽堂 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する野外劇場は、次に掲げる基準に適合するものでな

ければならない。 

(1) 出入口は、２屋根付広場の項(1)の基準に適合するもので

あること。 

(2) 出入口と(3)の車椅子使用者用観覧スペース及び(4)の便



所との間の経路を構成する通路は、次に掲げる基準に適合す

るものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

通路の末端の付近の広さを車椅子の転回に支障のないもの

とした上で、幅を８０センチメートル以上とすることができ

る。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支

障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設

ける場合は、傾斜路を併設すること。 

エ 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地

形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、８

パーセント以下とすることができる。 

オ 横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地

形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、２

パーセント以下とすることができる。 

カ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

キ 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、

視覚障害者誘導用ブロックその他の高齢者、障害者等の転落

を防止するための設備が設けられていること。 

(3) 当該野外劇場の収容定員が２００以下の場合は当該収容

定員に５０分の１を乗じて得た数以上、収容定員が２００を

超える場合は当該収容定員に１００分の１を乗じて得た数に

２を加えた数以上の車椅子使用者が円滑に利用することがで

きる観覧スペース（以下「車椅子使用者用観覧スペース」と

いう。）を設けること。 

(4) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害



者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、６

便所の項(2)から(6)までの基準に適合するものであること。 

(5) 車椅子使用者用観覧スペースは、次に掲げる基準に適合す

るものでなければならない。 

ア 幅は９０センチメートル以上であり、奥行きは１２０セ

ンチメートル以上であること。 

イ 車椅子使用者が利用する際に支障となる段がないこと。 

ウ 車椅子使用者が転落するおそれのある場所には、柵その

他の車椅子使用者の転落を防止するための設備が設けられ

ていること。 

(6) (1)から(5)までの規定は、不特定かつ多数の者が利用し、

又は主として高齢者、障害者等が利用する野外音楽堂につい

て準用する。 

５ 駐車場 (1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害

者等が利用する駐車場を設ける場合は、そのうち１以上に、

当該駐車場の全駐車台数が２００以下の場合は当該駐車台数

に５０分の１を乗じて得た数以上、全駐車台数が２００を超

える場合は当該駐車台数に１００分の１を乗じて得た数に２

を加えた数以上の車椅子使用者が円滑に利用することができ

る駐車施設（以下「車椅子使用者用駐車施設」という。）を

設けなければならない。ただし、専ら大型自動二輪車及び普

通自動二輪車（いずれも側車付きのものを除く。）の駐車の

ための駐車場については、この限りでない。 

(2) 車椅子使用者用駐車施設は、次に掲げる基準に適合するも

のでなければならない。 

ア 幅は、３５０センチメートル以上とすること。 

イ 車椅子使用者用駐車施設又はその付近に、車椅子使用者

用駐車施設の表示をすること。 



６ 便所 (1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害

者等が利用する便所は、次に掲げる基準に適合するものでな

ければならない。 

ア 床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであるこ

と。 

イ 男子用小便器を設ける場合は、１以上の床置式小便器、

壁掛式小便器（受け口の高さが３５センチメートル以下のも

のに限る。）その他これらに類する小便器が設けられている

こと。 

ウ イの規定により設けられる小便器には、手すりが設けら

れていること。 

(2) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害

者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、(1)

に掲げる基準のほか、次に掲げる基準のいずれかに適合する

ものでなければならない。 

ア 便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ

の便所）内に高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を

有する便房が設けられていること。 

イ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便

所であること。 

(3) (2)アの便房が設けられた便所は、次に掲げる基準に適合

するものでなければならない。 

ア 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

（ア） 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

（イ） （ウ）に掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過す

る際に支障となる段がないこと。 

（ウ） 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段

を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 



（エ） 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有す

る便房が設けられていることを表示する標識が設けられ

ていること。 

（オ） 戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適

合するものであること。 

a 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

b 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造の

ものであること。 

イ 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されてい

ること。 

(4) (2)アの便房は、次に掲げる基準に適合するものでなけれ

ばならない。 

ア 出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段

がないこと。 

イ 出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用

に適した構造のものであることを表示する標識が設けられ

ていること。 

ウ 腰掛便座及び手すりが設けられていること。 

エ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水

洗器具が設けられていること。 

(5) (3)ア（ア）及び（オ）並びにイの規定は、(4)の便房につ

いて準用する。 

(6) (3)ア（ア）から（ウ）まで及び（オ）並びにイ並びに(4)

イからエまでの規定は、(2)イの便所について準用する。この

場合において、(4)イ中「当該便房」とあるのは「当該便所」

と読み替えるものとする。 

７ 水飲場及

び手洗場 

(1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害

者等が利用する水飲場を設ける場合は、そのうち１以上は、



高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものでなけれ

ばならない。 

(2) (1)の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主とし

て高齢者、障害者等が利用する手洗場について準用する。 

８ 掲示板及

び標識 

(1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害

者等が利用する掲示板は、次に掲げる基準に適合するもので

なければならない。 

ア 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであ

ること。 

イ 当該掲示板に表示された内容が容易に識別できるもので

あること。 

(2) (1)の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主とし

て高齢者、障害者等が利用する標識について準用する。 

(3) １園路及び広場の項からこの項までの規定により設けら

れた特定公園施設の配置を表示した標識を設ける場合は、そ

のうち１以上は、１園路及び広場の項の規定により設けられ

た園路及び広場の出入口の付近に設けなければならない。 

別表第２（第１７条、第３２条関係） 

１ 第８条第１項に掲げる行為による使用料 

行為の種類 単位 期間 金額 備考 

行 商 そ の 他 こ

れ に 類 す る 行

為 

１ 平 方 メ ー

トル 

１日につ

き 

２００円使用料は左記により算

定した額に１００分の

１１０を乗じて得た額

とする。 

ただし、１０円未満の

端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨て

るものとする。 

業 と し て 行 う

写真 

の撮影 

１台 〃 撮影機 ３，００

０円 

写真機 １００

円 



興業 １ 平 方 メ ー

トル 

〃 市長がその都度

定める額 

  

競 技 会 、 展 示

会、集会その他

こ れ ら に 類 す

る行為 

〃 〃 

花火、キャンプ

フ ァ イ ヤ ー 等

火 気 を 使 用 す

る行為 

〃 〃 

２ 公園施設の設置の許可による土地の使用料 

種別 単位 期間 金額 備考 

施設を設置する場合 １ 平 方 メ ー ト

ル 

１カ月につき 市長がその都度定め

る額 

  

３ 占用許可による占用料 

占用物件名 単位 期間 金額 備考 

電柱、電線、変

圧 塔 そ の 他 こ

れ ら に 類 す る

もの 

１本 

１メートル 

１平方メー

トル 

１個 

１年につき 東 松 山 市 道

路 占 用 料 徴

収条例（昭和

２ ９ 年 東 松

山 市 条 例 第

３１号）の例

に よ り 算 定

した額 

電気事業法（昭和３９年

法律第１７０号）第２条

第１項第１７号に規定

する電気事業者が特別

高圧電線路のために上

空を占用する場合は、東

松山市道路占用料徴収

条例の別表に定める法

第３２条第１項第１号

に掲げる工作物のうち

その他のものに係る占

用料に１０分の５を乗



じて得た額とする。 

水道管、下水道

管、ガス管その

他 こ れ ら に 類

するもの 

１メートル 〃   

通路、鉄道、軌

道、公共駐車場

そ の 他 こ れ ら

に 類 す る 施 設

で 地 下 に 設 け

られるもの 

１平方メー

トル 

〃   

郵便差出箱、信

書 便 差 出 箱 又

は公衆電話所 

１個 〃   

政 令 第 １ ２ 条

第 ２ 項 各 号 に

規 定 す る 工 作

物 そ の 他 の 物

件又は施設 

１本 

１メートル 

１平方メー

トル 

１個 

１基 

〃   

非 常 災 害 に 際

し 災 害 に か か

っ た 者 を 収 容

す る た め 設 け

ら れ る 仮 設 工

作物 

１平方メー

トル 

１日につき 市 長 が そ の

都 度 定 め る

額 

  

競 技 会 、 展 示

会、集会その他

〃 〃   



こ れ ら に 類 す

る 催 し の た め

設 け ら れ る 仮

設工作物 

興 行 の た め の

仮設工作物 

〃 〃   

売店、飲食店 〃 〃   

４ 有料公園施設の使用料 

公園

名 

有 料 公

園 施 設

名 

区分 金額 単位 備考 

東 松

山 ぼ

た ん

園 

ぼ た ん

園 

入園料 大人 ５００円

団体 ３００円 

１人 

１回 

療育手帳、身体障

害者手帳又は精神

障害者保健福祉手

帳の交付を受けて

いる者及び学齢前

の幼児は、無料と

する。 

団体とは、２０人

以上とする。 

小・中

学生 

１００円

 


